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新NISAにも対応！生成AIを活用した「投資AIアシスタント（β版）」を進化 
- どなたでも利用可能！AIが画像や動画も活用して疑問を解決するチャットサービスに - 

 

 楽天証券株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：楠  雄治、以下「楽天証券」）は、 

本日、2023年 11月 30日（木）より、生成 AIを活用したチャットサービス「投資 AIアシスタント（β

版）」を進化し、新たに新NISA に関する疑問にも回答できる、どなたでも※1無料で利用できるサービス

として、「投資 AIアシスタント（β版＋プラス）」の提供を開始しましたので、お知らせします。 

 

 楽天証券はこのたび、新 NISA 制度や楽天証券のサービスなど、より幅広い方の疑問を解決できるよ

う、生成 AIを活用したチャットサービス「投資 AIアシスタント（β版）」に新たに追加学習をおこない、

画像や動画を活用して回答できる「投資 AIアシスタント（β版＋プラス）」として提供を開始しました。

2024年から始まる新しい NISA制度は、非課税保有期間が無期限化されるほか、年間投資枠が最大 360

万円に拡充されるなど、現行 NISA 制度以上にライフイベントに応じた長期の資産形成がしやすい制度

として注目を集めています。一方、手続きや投資商品など、お客様からの質問も多様化しています。今回、

「投資 AI アシスタント（β版＋プラス）」では、新 NISA 制度のはじめ方や使い方について、楽天証券

のウェブサイトを学習させた生成 AIより回答を得られるため、より多くの方の新 NISAに関する疑問を

解決できるようになります。また、今後は、運用を検討している投資信託や国内株式・米国株式が楽天証

券で成長投資枠の対象なのかなどについても追加学習を実施し、回答が得られるようにする予定です。 

 

楽天証券は、業界で初めて※2生成 AIを活用したお客様向けサービス、「投資 AIアシスタント（β版）」

を、投資の基礎知識のほか、ご自身のレベルにあった投資方法や、楽天証券のオウンドメディア「トウシ

ル」で発信しているおすすめの記事などを教えてくれるサービスとして、2023 年 7 月 19 日（水）より

試験運用として提供しています。当初同年 9 月までの試験運用期間を延長し、現在も多くのお客様にご

利用いただいている中で、新 NISA や日米株式や投資信託などの個別商品に関するご質問を多数いただ

いたことをきっかけに、資産づくりに関心を持つすべての方のさらなる疑問解決をおこなうべく、どなた

でも※1 無料で利用できるサービスとして、今回の進化をおこないました。詳細はホームページをご覧く

ださい。https://r10.to/hkGoP5 

https://r10.to/hkGoP5


楽天証券は「資産づくりの伴走者」として、お客様の Financial Well-Being を最大化するべく、お客

様が感じるお金や投資に対する不安やハードルを軽減しながら、楽天証券で投資・資産づくりをするすべ

てのお客様を応援するため、生成 AI をはじめとする最先端技術を活用した AI チャットサービスのさら

なる拡大を目指します。 

 

 

■楽天証券「投資 AIアシスタント（β版＋プラス）」2つの特徴 

1. 文字に加え、画像や動画を活用した回答で、疑問をより分かりやすく解決！  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 「新NISAタイプをチェックする」機能で、新NISA への疑問を素早く解決！ 

 

 

※1： 利用状況により、1日あたりの利用者数に上限を設ける場合あり 

※2： 主要ネット証券（口座数上位 5社：auカブコム証券、SBI証券、松井証券、マネックス証券、 

楽天証券（五十音順））で比較（2023年 11月 30日、楽天証券調べ） 
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【手数料等およびリスクの説明について】 

楽天証券の取扱商品等にご投資いただく際には、各商品等に所定の手数料や諸経費等をご負担いただく

場合があります。また、各商品等には価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。各商品等への

ご投資にかかる手数料等およびリスクについては、楽天証券ホームページの「投資にかかる手数料等およ

びリスク」ページに記載されている内容や契約締結前交付書面等をよくお読みになり、内容について十分

にご理解ください。 

 

商号等：楽天証券株式会社 （楽天証券ホームページ） 

金融商品取引業者：関東財務局長（金商）第 195号、商品先物取引業者 
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